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評 議 員 会 議 事 録 
 

１ 開 催 日 時 令和 4年 3月 25日（金）午後 1時 25分～ 

２ 開 催 場 所 市立社会福祉センター3階 第 1会議室 

３ 議事の内容 

司 会 定刻前ではございますが、本日出席予定のみなさまお揃いでございますので、た

だ今から評議員会を開催いたします。 

まず、開会に先立ちまして、本会の会長でございました此花区社会福祉協議会会

長の宮川晴美様が 2月 24日にお亡くなりになりました。 

ここで、哀悼の意を表し、黙祷を捧げたいと存じます。恐れ入りますが、ご起立

をお願いいたします。 

（ 黙 祷 ） 

お直りください。 

それでは、本日の出席状況でございますが、評議員定数 7名以上 32名以内、現 

在員数 32名、本日の出席 31名でございます。従いまして、評議員総数の過半数に

達しておりますので、定款第 15 条第 2 項の規定により、本会議は有効に成立して

いることをご報告いたします。 

まず、はじめに、令和 4年 3月 17日に開催した理事会において、永岡副会長が 

本会会長に選定され、同日付けで会長に就任されましたので、ごあいさつ申しあげ 

ます。 

（ あ い さ つ ） 

次に、本日、新たにご出席いただいております評議員の皆様をご紹介申しあげま 

す。 

西区社会福祉協議会会長の笹倉和忠評議員でございます。 

天王寺区社会福祉協議会会長の一本松三雪評議員でございます。 

平野区社会福祉協議会会長の林 幸男評議員でございます。 

西成区社会福祉協議会会長の越村市二評議員でございます。 

大阪市会民生保健委員長の山本智子評議員でございます。 

産経新聞厚生文化事業団専務理事の森脇睦郎評議員でございます。 

東住吉区民生委員児童委員協議会会長の桒野太一郎評議員でございます。 

また、本日の議案について、特別の利害関係を有する理事の出席はございません。 

次に、今回、お配りしております、資料の確認をさせていただきます。 

（ 資 料 確 認 ） 

それでは、ただ今から議事に入りますが、評議員会の議長は定款第 15 条第 1 項

の規定により、その都度評議員の互選とすることになっておりますが、こちらから、

ご指名させていただいて、よろしいでしょうか。 

（ 異 議 な し ） 

  異議なしということでございますので、議長を東淀川区社会福祉協議会会長の吉

田評議員にお願いいたします。 

吉田評議員様、恐れ入りますが、議長席へお願いいたします。 

 

吉田議長 

 

東淀川区社会福祉協議会の吉田でございます。 

皆様のご協力をいただきまして、議事を円滑に進めて参りたいと存じます。 
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吉田議長 よろしくお願いいたします。 

まず、評議員会の議事録署名人を決めさせていただきます。 

議事録の署名人は、定款により 2名選任することになっておりますが、こちらか

ら指名させていただいて、よろしいでしょうか。 

（ 異 議 な し ） 

  異議なしということですので、議事録の署名人は、 

「旭区社会福祉協議会 会長」の宮本評議員と、 

「NHK厚生文化事業団 近畿支局長」の種田評議員にお願いします。 

どうぞよろしくお願いします。 

 

＜第 1号議案＞  令和 3年度補正予算（案） 

吉田議長 それでは、第 1号議案の令和 3年度補正予算（案）について、事務局から説明し

てください。 

 

真鍋次長 事務局次長兼総務課長の真鍋でございます。 

第 2号議案、令和 3年度補正予算（案）につきまして、ご説明申しあげます。資

料 1、1頁をご覧ください。 

今回の補正は、経常経費寄附金収入の増、及び新型コロナウイルス感染症特例貸

付の延長実施による予算の増、につきまして、お諮りするものです。 

1頁の中ほど「令和 3年度 補正予算書（案）総括表」をご覧ください。 

収入の部で、「事業活動収入」において、3億 162万 5千円の増額補正でございま

す。これは、法人運営事業において、故人からの遺贈としての寄附金、及び企業か

らの寄附金を収受したことによる 2,662万 5千円の増額、並びに生活福祉資金貸付

事務事業において、特例貸付事業の延長実施による 2億 7,500万円の増額によるも

のです。 

なお、当寄附金は「福祉活用資金」として位置づけ、寄附者の意向も踏まえ、有

効に活用してまいります。 

また、支出の部で、「事業活動支出」において 2億 7,500万円の増額補正でござい

ます。これは、先ほども申しあげたように、生活福祉資金貸付事務事業における、

特例貸付事業の延長実施によるものでございます。 

以上、令和 3年度補正予算（案）についてご説明いたしました。ご審議のほど、

よろしくお願い申しあげます。 

 

吉田議長 ただ今の説明について、ご意見・ご質問はありませんか。 

 

山田評議員 先ほど、寄附者の意向も踏まえ、有効に活用すると説明がありましたが、冠基金

として活用していくということは考えていないのですか。 

 

真鍋次長 寄附者のご意向としましては、広く福祉に活用してほしい、こどもや高齢者の福

祉の増進に使ってほしいなど、それぞれ違います。冠基金としてではなく、福祉活

用資金として整理し、寄附者の意向に沿った有効な使途をと考えています。 

 

山田評議員   せっかくいただいた寄附なので、寄附者の意向に沿った使い方をしてほしいです

し、また、報告いただければと思います。 
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真鍋次長   貴重なご意見、ありがとうございました。 

 

吉田議長   他にご意見ございませんか。 

  なければ、拍手でご承認いただけますでしょうか。 

（拍手） 

  異議なしということですので、第 1号議案は承認されました。 

 

＜第 2号議案＞  令和 4年度事業計画及び予算（案）について 

吉田議長 続きまして、第 2号議案の令和 4年度事業計画及び予算（案）について、事務局

から説明してください。 

 

堀江課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域福祉課長の堀江でございます。 

第 2号議案、令和 4年度事業計画及び予算（案）ですが、まずは事業計画（案）

につきまして、ご説明いたします。 

資料 2の 1頁をご覧ください。「Ⅰの基本方針」でございます。 

わが国では、急速な少子高齢化の進行や、地域コミュニティの希薄化のもと、孤

立し生きづらさを抱える人が増えるなど地域生活課題が多様化・複雑化していま

す。そうした中、福祉に関わるさまざまな活動主体が連携・協働した、地域での見

守り、相談支援の体制づくりや互いに助け合い・支えあう地域づくりが今、求めら

れています。 

一方、新型コロナウイルスの感染拡大により、日常生活や経済社会活動はもとよ

り対面型の地域福祉活動も大きな制約を受け、要援護者の孤立懸念が増すととも

に、非正規労働者やひとり親世帯などで、生活基盤が不安定で生活困窮に陥る人が

急増しています。今なお、感染の収束が見通せない状況にあり、地域生活課題の深

刻化を防ぐため、コロナ禍でのつながりづくりや生活困窮者の自立支援を進めてい

くことが急務となっています。 

こうした状況や課題に的確に対応すべく、本会及び区社会福祉協議会は、第 2期

大阪市地域福祉活動推進計画に基づき、身近な地域の中で、個々の生活の困りごと

や生活のしづらさを「私たちの問題」として捉え、多様な主体の参画・協働を積極

的に進めることにより、つながり・支え合うことができる福祉コミュニティづくり

を目指し取り組んでいます。 

令和 4年度においても、本会は、コロナの影響下や感染収束後も見越して、ICTの

活用など新たな取組み手法を提案・発信し、これまで地域が培ってきたつながりを

途絶えさせない取組み、孤立をつくらない取組みを促すとともに、高齢者や生活困

窮者の暮らしの包括的な支援が身近な地域で円滑に進むよう、区社会福祉協議会の

取組みをサポートしていきます。 

また、本会が全市的に行ってきた、福祉に関わる情報発信及び専門的人材の養成、

ボランティア・市民活動の育成、成年後見制度等権利擁護の推進、さらには地域こ

ども支援ネットワーク事業などの取組みについても、各区社会福祉協議会の取組み

と連動させ、より効果的な実施を図っていきます。 

さらに、本会及び区社会福祉協議会が安定的・継続的な事業展開を図っていくた

め不可欠である職員の確保・育成・定着に向けた方策を積極的に実施するとともに、

区社会福祉協議会において法人運営等実施体制を拡充するなど、社協総体として組

織経営基盤の強化を推し進めていきます。 
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堀江課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上、地域福祉推進の中核的役割を担っている本会は、住民主体の理念のもと、

地域住民、関係団体、社会福祉施設、行政、企業などとの連携・協働をさらに強め、

「一人ひとりの人権が尊重されるやさしさとぬくもりのある福祉によるまちづく

り」、皆で助け合い支えあう地域共生社会の実現に向けた取組みをより一層推進し

ていくこととします。 

続きまして、2 頁「Ⅱの令和 4 年度事業」でございます。ただいまご説明いたし

ました基本方針に基づき、本会が取り組むべき事業内容について記載しておりま

す。 

主な内容につきましてご説明いたします。 

2頁「1 持続可能で自律した組織基盤の強化」につきまして、法人の安定的・継

続的な事業展開に欠かせないのが人材ですので、特に（1）と（5）については注力

して実施していきたいと考えております。まず（1）の人材の確保・育成・定着です

が、福祉業界全体で人材難と言われていますが、本会におきましても、とりわけ正

規職員の確保ができて初めて安定して地域福祉の推進に係る事業を展開できるた

め、令和 4年度は人材の確保・育成・定着に向けて強化して取り組んでいくことと

しております。 

まず、確保については、より多くの優秀な人材の採用につなげるため、初任給基

準の引上げをはじめ、仕事の魅力や、やりがいについて広報・情報発信を強化する、

あるいは大学など教育機関に対して、積極的な採用活動に取り組んでいきます。 

人材育成に向けては、とりわけ次代を担う職員育成を強化するため、管理職層の

マネジメント研修や一般的に離職が多いと言われています入職 2・3 年目を対象と

する若手職員研修の充実などを推進していきます。 

人材定着に向けては、在職年数の短い職員の基本給の改善、改正育児・介護休業

法など法改正を踏まえた働きやすい環境づくりを整備していきます。 

このような取組み以外にも、有効と考えられる方策についても積極的に検討し実

施していくこととしております。 

（5）区社協への法人運営強化に向けた支援につきましては、区社協において事業

規模も年々拡大しており、予算の面や、事業に係る職員も非常に増えていることか

ら、総務・経理など法人運営機能の強化が急務であります。これらの対応といたし

まして、令和 4年度からは、法人運営担当職員を順次配置することとしており、携

わる職員育成としまして、法人運営に関係する研修や実務手引書を作成することと

してります。 

3頁「2 地域共生社会の実現に向け地域福祉の推進基盤を担う区社協への支援強

化」についてですが、指定都市社協として、区社協支援は重要な役割であり令和 4

年度も強化していくこととしております。コロナ禍におきまして、住民の孤立や生

活困窮などの地域生活課題が顕在化し、住民相互のつながりが弱まる中で、各区社

協が身近な地域での助け合い・支え合いを実現する地域支援とあらゆる相談に対応

する個別支援により、一人ひとりの暮らしを支える事業が展開できるよう支援を強

化していきます。 

具体的には、4頁（1）事業横断的な取組みの推進について、アの令和 3年度から

計画期間がはじまっております第 2 期 大阪市地域福祉活動推進計画の 2 年目とし

て、各区の特性に応じ各区社協が策定している「推進方針」に基づく取組みの進捗

の把握と推進への調整等を行います。 

（2）地域づくりの推進ですが、アの市内すべての地域社協の地域アセスメントの
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堀江課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整備、イの各区・地域における見守り活動の推進に係る支援などを実施していきま

す。 

（3）包括的な相談支援体制の充実ですが、区社協では見守り相談室、生活困窮者

自立相談支援窓口、地域包括支援センターなどさまざまな相談窓口を運営してお

り、それぞれの事業の強化に向けた支援だけではなく、アに記載の包括的な相談支

援体制の充実にむけ強化してまいります。 

また、オのヤングケアラーの支援や啓発ですが、ヤングケアラーについても近年

着目されています。自分がヤングケアラーだと気づかなかったり、表面化しづらい

ことも課題のひとつになっておりますので、SOS を見逃さない取組みなど行政や関

係機関と連携して推進していきます。 

続いて、4頁「3 多様な分野の主体・資源がつながる地域福祉活動の推進」です。 

（1）第 2期 大阪市地域福祉活動推進計画の推進・発信や、（2）コロナ禍におけ

るつながりづくりの継続・推進していきます。コロナウイルスの感染者数が高止ま

りで地域福祉活動を実施することが難しい状況も続いておりますが、つながりが途

絶えないよう、昨年度から地域活動にも ICTを活用した取組みを進めておりまして、

今年度も引き続き進めてまいります。 

（3）認知症への理解を深める取組みの普及・啓発、（4）地域こども支援ネットワ

ーク事業の推進につきましては、引き続き各区社協と連携し、推進していきます。 

（5）大阪市ボランティア活動振興基金や助成金、寄附金を活用した民間活動への

支援につきましては、アの大阪市ボランティア活動振興基金助成や、イの共同募金

を活用した地域福祉活動への助成、ウの善意銀行の運営など基金や助成金を活用し

て地域福祉活動を推進していきます。 

6頁「4 暮らしの相談支援の充実」です。 

本会では各種の相談支援を実施しておりますが、（1）大阪市ボランティア・市民

活動センターでは、特に区ボランティア・市民活動センターの運営、取組み向上の

支援を進めていきます。また、学生ボランティアなど新たな担い手の参加を促すた

めの取組みも推進していきます。 

少し飛びまして、7頁の（5）生活福祉資金貸付事務事業につきまして、新型コロ

ナウイルス感染症の影響で始まりました特例貸付ですが、この 3月末で終了とのこ

とでしたが、再びの延長となりまして、現在 6月末までと示されております。貸付

の延長にも引き続き対応するとともに、貸付終了後、生活再建に向けた支援が必要

な方についても府社協と連携して進めてまいります。 

8頁「5 災害に備えた平時からの取組みの推進」についてです。 

本会は、発災時にすみやかに災害対策本部を立ち上げ、災害ボランティアセンタ

ー開設の可否を判断する必要がありますので、事業継続計画及び大阪市災害ボラン

ティアセンター開設・運営マニュアルの見直しや、訓練等を重ね、いざという時に

迅速に対応できるよう備えていきます。 

「6 地域福祉を支える人材確保及び育成強化」です。 

大阪市ボランティア・市民活動センターと大阪市社会福祉研修・情報センターを

中心に地域活動の担い手の養成と福祉専門職の育成を計画的に推進していきます。 

9頁（1）情報発信により福祉に関心を持つ人を拡げる取組みの推進、（2）の福祉

教育の充実ですが、福祉の輪を広げていくため、さまざまな取組みを発信し、一人

ひとりの意識を変え、地域全体で支える地域づくりを推進します。福祉教育は今年

度、取組みを強化して、社会福祉施設とも連携して進めていきます。 
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堀江課長 （4）福祉専門職の育成・確保につきましては、主に社会福祉研修・情報センター

での取組みとなりますが、福祉の人材養成のための専門職に向けた研修等を実施し

ていきます。 

今年度は、クに掲げておりますとおり、社会福祉研修・情報センター開設 20周年

を迎えますので、記念事業の実施も予定しております。 

10 頁「7 暮らしの安心を支える権利擁護の推進」につきまして、判断能力が不

十分な方が、住んでいる地域で安心して暮らすことができるよう、「あんしんさぽー

と事業」と「成年後見支援センター事業」を実施し、権利擁護に関する取組みを一

体的に推進していきます。 

12頁「8 介護保険要介護認定調査・障がい支援区分認定調査事業の実施」です。 

公募選定により受託した 19 区において、他都市からの依頼を含む要介護認定調

査及び市内全域での障がい支援区分認定調査について、調査依頼件数の推移を見な

がら、業務が遅滞しないよう、必要人員を確保し、業務執行管理を徹底し実施いた

します。 

最後になりますが、「9 福祉関係機関・団体との連携と協働」です。 

各関係団体等と引き続き連携・協働し、地域福祉を推進してまいります。 

最後の（5）に記載の近畿地域福祉学会大阪大会の支援ですが、令和 4年度は、本

会が近畿地域福祉学会の年次大会の事務局として、大会開催を支援してまいりま

す。 

以上、令和 4年度事業計画について、ご説明申しあげました。 

 

真鍋次長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

続きまして、令和 4年度予算（案）について、ご説明申しあげます。 

14頁の「令和 4年度当初予算（案）について（概要）」をご覧ください。 

まず、法人全体の状況をご説明いたします。 

（1）予算総括表をご覧ください。収入額ですが、最上段、事業活動収入が 43億

4,576 万 7 千円、その 2 段下、その他の活動収入が 9,401 万 1 千円で、合計します

と 44億 3,977万 8千円で、前年度当初予算の収入合計に比べ、2,698万 9千円の増

となっております。 

次に支出額ですが、最上段、事業活動支出が 44億 4,132万 6千円、その下、施設

整備等支出が 400万 4千円、その下、その他の活動支出が 3,770万 5千円、更にそ

の下、予備費支出が 116 万円で、合計しますと 44 億 8,419 万 5 千円で、前年度当

初予算の支出合計に比べ、2,574万 5千円の増となっております。 

この結果、収入から支出を差し引いた法人全体の資金収支差額は、マイナス 4,441

万 7千円となります。 

（2）予算の内訳をご覧ください。 

年度単位で事業を計画・実施します法人運営事業及びその他の事業では、収支差

額は 0円であり、収入に見合った支出を計上しております。 

一方、善意銀行事業・ボランティア活動振興基金事業・ひとり親家庭高等職業訓

練促進資金貸付事業は、今まで蓄積しました基金等の範囲内で助成及び貸付を行う

事業のため、収支差額が発生します。令和 4年度予算については、収支差額はマイ

ナス 4,441万 7千円となりますが、それぞれの事業における助成・貸付計画に基づ

き、計画的な支出予算を計上しています。 

次に、15頁の「2収入の状況」について、主な増減理由をご説明いたします。 

受託金収入は、生活福祉資金貸付事務事業においてコロナ特例貸付関連業務費を
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真鍋次長 新規計上したことによるものでございます。 

基金積立資産取崩収入は、ボランティア活動振興基金事業において今年度の助成

活動資金を基金から取り崩すことによるものですが、過年度の助成実績をもとに助

成額を設定したことにより、約 1,000万円の減額予算となっております。 

続いて、資料 16頁の「3支出の状況」について、主な増減理由をご説明いたしま

す。 

事業費支出は、要介護認定訪問調査事業におけるタブレットの導入のほか、生活

福祉資金貸付事務事業においてコロナ特例貸付関連業務費を計上したことによる

ものでございます。 

助成金支出は、ボランティア活動振興基金事業において、過年度の助成実績をも

とに助成額を設定したことによるものでございます。 

最後に、資料 17頁の「4事業別支出予算額の状況」について、主な増減理由をご

説明いたします。 

まず、法人運営事業は、昨年度に市社協の設立 70周年記念事業が無事に終了した

こと等により予算減額となっている一方で、本会で所有している軽自動車が平成 16

年の購入から 20年近く経過しており、経年劣化が著しいことを受けて、新たに買換

えの予算を計上しております。 

要介護認定訪問調査事業は、タブレットの導入経費を予算計上しております。 

介護予防ポイント事業は、昨年度に予算計上しておりましたスマートフォン用ア

プリの開発が完了しましたことから、同開発経費を予算から減額しております。 

生活福祉資金貸付事務事業は、コロナ特例貸付に係る関連業務の実施による予算

を計上しております。 

職員費調整事業は、定年退職等による高年齢層の減少と、職員の新規採用による

若年層の増加により、人件費の総支出額の減少が見込まれることによるものです。 

収支予算書（総括表）及び事業毎の収支予算書につきましては 18頁以降に記載し

ておりますので、後ほどご覧ください。 

以上、令和 4年度事業計画及び予算（案）についてご説明いたしました。ご審議

のほど、よろしくお願い申しあげます。 

 

吉田議長 ただ今の説明について、ご意見・ご質問はありませんか。 

 

山田評議員 教えていただきたいのですが、ハラスメント対策について、市社協は相談窓口な

どどのようにされているのでしょうか。 

 

真鍋次長 市社協では、総務課を相談窓口として職員に周知しているところです。 

 

山田評議員 具体的に、どのような人が委員で、相談体制を整えているのでしょうか。区社協

でも同じことだと思うのですが、どこまで体制を進めているのでしょうか。総務課

が相談窓口では職員もなかなか相談できないのではと思いますが、外部委員が参画

するとかどのようなシステムになっているのでしょうか。 

 

真鍋次長 コンプライアンス委員会は外部委員にも参画いただいていますが、ハラスメント

に特化した外部の方も参画した委員会は今のところは設置していません。 
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山田評議員 ハラスメントは非常にナイーブな問題でもあり、それなりの人が対応することが

必要ではないかと思います。職員が安心して相談できるようなシステムが必要だと

思いますので、よろしくお願いします。 

 

吉田議長 ハラスメントはナイーブな問題でもあり、市社協で何か対策等とった時は、また

報告してもらいたいと思います。 

他に、ご意見・ご質問はございますでしょうか。 

ないようでございますので、ご承認いただけますか。ご承認の場合は、拍手をお

願いします。 

（ 拍手 ） 

第 2号議案は、原案どおり決定されました。 

 

＜報告＞  諸規則等の一部改正について 

吉田議長 本日予定の議案は以上になりますが、諸規則等の一部改正について、事務局から

報告してください。 

 

真鍋次長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3月 17日の理事会で承認いただきました諸規則等の一部改正につきまして、ご説

明申しあげます。 

資料 3 をご覧ください。2 頁以降に今回改正する諸規則等について、新旧表をつ

けておりますが、主な改正理由・内容を 1頁にまとめておりますので、こちらで説

明させていただきます。 

それでは、資料 3、1頁をご覧ください。 

まず、「1 法改正に伴う改正」についてでございます。 

表の一番上、育児・介護休業法の改正により、出生時育児休業制度が創設される

ことに伴い、各就業規則に「出生後 8週間以内の間において 4週間までの必要な期

間、取得できる」と追記するものです。なお、法律は令和 4年 10月 1日を施行予定

としていますが、本会では前倒しで導入いたします。 

続いて、個人情報保護法の改正により、「個人データの開示方法を本人が指定でき

るようになること」「個人データの授受に関する第三者提供記録を本人が開示請求

できるようになること」から、当該内容を個人情報保護規程に追記いたします。 

次の「社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の取扱い」

ですが、計算書類における注記項目に「合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け」

の項目が追加されたことに伴い、経理規程に追記いたします。 

 続いて、「2 その他の主な改正」ですが、表にまとめた最初の 4項目は就業規則

に関わるものでございます。 

1 点目は、働き方改革関連法の施行に伴い、産前産後休暇の給与の取扱いを全職

員共通にするということで無給にいたします。 

2 点目は、令和 3 年 4 月 1 日に本会において育児短時間勤務制度を導入したこと

に伴い、1年間の経過措置としていた部分休業制度を廃止いたします。 

続いて 3点目は、妊娠障害特別休暇の取得期間を男女雇用機会均等法に基づき、

「7日以内」から「医師の指導に基づく期間」といたします。 

4 点目については、出勤停止期間中の給与について、「平均賃金の 6 割を支給す

る」と明確化いたします。これら 4点の改正内容は該当就業規則に反映いたします。 

次の職員懲戒規程の改正につきましては、労働基準法の定めに基づきまして、停
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真鍋次長 職期間等の懲戒効果を見直すものでございます。 

下から 2番目につきましては、令和 4年 4月 1日に初任給基準及び若手職員の給

料改善、区社協事業実施体制の見直しを目的として、給料表を改正するにあたり、

調整手当の廃止及び補職名称の見直しに関連する諸規則を改正します。 

最後、職場におけるハラスメントの防止等に関する規程については、就業規則の

改正に伴う条項のずれを修正いたします。 

ただ今、ご説明いたしました改正内容の施行日はいずれも令和 4年 4月 1日とし

ております。 

以上、諸規則等の一部改正についてご説明いたしました。 

 

吉田議長 ただいまの報告について、ご質問等ございませんでしょうか。 

ご質問がないようですので、本日の予定は全て終了いたしました。 

長時間にわたりご協力を頂きまして、誠にありがとうございました。 

 

司 会 これをもちまして、評議員会を終了させていただきます。 

今後の予定でございますが、令和３年度の事業報告及び決算等についてご審議いた

だきます評議員会を令和４年６月２４日（金）、午後１時３０分から、たかつガーデン

で開催いたしますので、ご予定いただきますようよろしくお願いいたします。 

本日は、ご多用の中、ご出席いただきまして、ありがとうございました。 

 

 

 

 


